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政府規制等と競争改革に関する研究会 

２００６年６月１６日（金） 

 

 

【横田調整課長】  それでは、まだ岸井先生がお見えでないのですけれども、定刻にな

りましたので、規制研を始めさせていただきたいと思います。 

 本日は、５月１９日の規制研の際に外航海運と競争政策の唱道活動を２本立てでという

ふうなお話をしていたんですけれども、先週の火曜日に総務省のＩＰ懇談会で公正取引委

員会の意見陳述をしてまいりましたので、それをごく簡単に入れさせていただきまして、

２.５ぐらいの議題でやらせていただきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 まず資料の確認をさせていただきます。 

 お手元に配付資料一覧と議事次第を書いた１枚紙、それから座席表。 

 それから、資料１－１として外航海運報告書の２次案、資料１－２、参考資料、資料１

－３、日本船主協会さんの御意見、資料１－４、これについての考え方、資料１－５、こ

れはサーチャージに関する補足説明に対するコメント、それから、資料１－５の別添とい

うことで日本船主協会さんの日本海運の現状のコピーです。資料１－６、これは５月１９

日付で日本船主協会さんから頂きました意見についての考え方です。資料１－６別添１と

して、これも日本船主協会さんの日本海運の現状のコピーです。続きまして資料１－６の

別添２として、同様に日本海運の現状のコピーでございます。 

 海運関係では、最後に平成１７年１１月２８日付の荷主に対するアンケート調査依頼状

がついております。 

 その下に資料２で、先ほど申し上げました総務省のＩＰ懇談会での意見陳述資料。 

 その下に資料３としまして、競争政策の唱道活動についての討議資料ということです。 

 それから、メインテーブルにお座りになっておられる規制研の先生にはその下に行政機

関向け相談事例集を配付させていただいておりますけれども、これにつきましては、まだ

精査中でございまして、ホームページに掲載をしていきたいと思っていますので、その上

で今日御参加の皆様にも御参照していただければと思います。 

 資料が大部になって申し訳ありませんけれども、不足がございましたら事務局の方にお

申しつけいただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、以降の進行は岩田座長の方にお願いいたします。 
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【岩田座長】  ありがとうございました。 

 それでは、議題に入ります。 

 最初に、第１番目の外航海運について事務局から説明をお願いいたします。 

【横田調整課長】  まず外航海運の２次案の御説明に入る前に、この２次案を、前回の

５月１９日の原案からどういうふうに修正したかということを御指摘する上でも、資料１

－３で頂いた６月６日付の日本船主協会さんの意見を織り込んだ形になっていますので、

どういうふうに織り込んだかを、資料１－４に沿って少しお話をさせていただきたいと思

います。 

 ６月６日付の御意見では６項目の意見を頂いております。左に日本船主協会さんの指摘

事項、右にこれについての考え方を書かせていただいています。 

 第１番目として、現行制度の廃止を提案する理由を明らかにする必要があるのではない

かという御指摘を頂いています。これにつきましては、５月１９日の報告書の原案と変わ

りないのですけれども、もともと平成１１年に適用除外制度が存続させられた理由という

のが、国際的な制度の調和と需要家の利益にもなるという指摘があったということで存続

されていますので、この存続理由に沿って検討を行っているということでございます。 

 ２番目に、諸外国の制度に関する検証で、ＥＵの動きしか取り上げていない。米国、シ

ンガポールの動きも言及すべきではないかという御指摘でした。これについては、まず事

実誤認があるわけですけれども、この報告書では、主要航路である欧州、北米、日中航路

について分析をしておりまして、その中でカルテルが存在する米、ＥＵについてはそれぞ

れの制度についても御紹介しているわけです。ということで、米国については適用除外制

度の概要や見直しの動きについて言及しているということであります。 

 それから、この報告書の基本的なスタンスとしては、日、米、欧の３極を見ても、アメ

リカは従前から独自の政策を展開している。ＥＵも域内の産業競争力の観点から独自に見

直しをするということなので、日本も他の国に追随するのではなくて、独自の観点から適

切に判断することが必要という考え方で書かせていただいているということであります。 

 １枚おめくりいただきまして、２ページ目ですけれども、制度廃止に伴う影響というこ

とで、寡占化が進展する、あるいは日本への寄港が減少するのではないかということにつ

いて検証すべきという御指摘を頂いております。この御指摘につきましては、５月１９日

の研究会における討議内容とあわせて追記をしておりますけれども、まず寡占化の懸念と

いう御指摘についてコメントをすれば、この報告書にありますように、ＨＨＩ、ハーフィ
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ンダル・ハーシュマン・インデックスで見ますと、欧州航路は６６２、北米航路は５６３

ということですので、高度寡占市場のメルクマールでは、１,８００というものから比べる

とおよそ寡占化の懸念というものはあまりない状況になっているということが一つありま

す。 

 それから、日本の寄港が減少するのではないかということですけれども、これも適用除

外が廃止されるとどうして寄港が減少するのかという因果関係がよくわかりませんけれど

も、仮にそういうことがあったとしても、一時的に需給が逼迫することがあっても、参入

障壁の低い市場だということでございますので、需給が逼迫すれば新規参入があって、需

給バランスが適正化されると考えられるのではないかということであります。 

 いずれにしましても、適用除外制度というのは、特例として認められているものであり

ますので、何か存続してほしいというのであれば、どうして適用除外制度を廃止すると、

その寡占化や日本への寄港の減少が起こるのかといった因果関係についてより具体的に明

らかにしていただく必要があるのではないかということであります。 

 ４番目に、船社間協定の実態について十分理解していないのではないか。あるいは海運

については世界単一市場をグローバルで競争している、それからＢtoＢの取引だという特

殊性があるという御指摘があります。これについては、むしろ私どもの方からはこの運賃

修復とかサーチャージの決定方法、根拠、これまで再三にわたって船主協会さん、あるい

は海運同盟事務局に対して御説明をお願いしていますけれども、この報告書の中では御説

明をいただいた範囲内でしか書けていない。我々は必ずしも合理的な回答を得られたとい

うふうに思っておりません。したがって、船主協会さんの方から更に具体的な御説明をい

ただければ、報告書に反映することはやぶさかではないということであります。 

 それから、世界単一市場をグローバルに競争しているというのは、これは多くの産業が

そういう実態にあるのではないか、そういったことを理由に独禁法適用除外になっている

ということではないということであります。 

 それから、規制研はあまりＢtoＢの市場について検討しないのではないかという御指摘

もあったのですけれども、つい最近規制研で御議論いただいた、例えば郵便というものを

とっても、８割がＢtoＢの取引でありますし、電力も主として報告書のベースになる需要

家ヒアリングを行ったのは、自由化対象分野の需要家、ＢtoＢの市場についてということ

であります。 

 船主協会さんは、５月１９日の規制研でいろいろ海運の特殊性について説得力がないと
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正直に認めざるを得ない部分はかなりありますというふうに言っておられますので、その

一方で、この御意見のように今後さらなる検討が行われるのであれば、引き続き実態の御

説明をさせていただきたいというふうに言っておられますけれども、どうか早く説明をし

ていただければなということであります。 

 ５番目に、早急な制度廃止への懸念ということで、船社・荷主とも早急な制度の廃止で

慎重な意見を示しているという御指摘があります。これも前回の研究会で指摘がありまし

たように、船主側からすれば、適用除外制度というのは既得権ですので、なかなか積極的

な意見が出にくいということはあろうかと思います。それから、荷主側についても、前回

の研究会では日本荷主協会さんからこれまで海運企業優遇策の陰に隠れていた利用者利益

を重視する研究会の考え方に満腔の感謝と歓迎の意向を表明するとか、適用除外制度の廃

止には荷主側はもろ手を挙げての大歓迎であるといったようなコメントもあったわけです

けれども、一方で独占法の適用を受ける状況下でビジネスをやったことがないということ

で、新しい状況に移ることに対する恐怖感があるということについてこの研究会の会員か

らも理解が示されたわけであります。 

 しかしながら、先ほど申し上げたような日本荷主協会さんの基本的な御見解、あるいは

アンケート調査の結果、あるいは３月１６日に、やはり日本荷主協会さんからはカルテル

は貿易阻害要因になっている、あるいはカルテルが存在するために不透明なサーチャージ

を認められている、あるいはカルテルがあるから値上げをするということが多発している

といったような指摘がされているわけであります。 

 繰り返しになりますけれども、適用除外というのは特別なルールですので、何か特別な

存続理由がないのであれば、基本的な他の産業と同じようにこのルールを適用するのが原

則ではないかということであります。 

 最後に、４ページ目、措置請求ですけれども、平成１１年にこの制度ができてから一件

もやってないではないか。なぜこれから急にやるということになるのかという御指摘があ

ったかと思います。この点については、公正取引委員会も今回の調査を契機として、初め

てこの外航海運分野について荷主の方に大きな不満がある、それが外航海運のカルテルに

由来していることが明らかになったということで認識しております。したがって、１１年

以降今までやってこなかったというのは御指摘のとおりでありますけれども、これまでや

ってこなかったということを理由として、今後とも措置請求を行わないという理由にはな

らないということであります。 
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 引き続いて資料１－５を御覧いただきたいのですが、こちらも５月１９日に日本船主協

会さんから頂きましたサーチャージに関する補足説明に対するコメントであります。 

 最初に、１ページ目ですが、上の見出しはこちらの方で勝手につけさせていただきまし

たけれども、初めにサーチャージの徴収実態ですが、実際、サーチャージ、これはガイド

ラインで出しているけれども、この北米航路のＣＡＦなどをはじめほとんど徴収できてい

ないものもある。したがって、徴収実態をもっと把握する必要があるのではないかという

指摘であります。 

 しかしながら、ここの考え方で書いてございますのは、仮に個別交渉の結果ガイドライ

ンどおりのサーチャージを徴収できてなかったとしても、そういった徴収活動をすること

自体が問題なのではないかということでございます。 

 ２ページ目に行っていただきまして２.適用除外制度と船社・荷主の利益というように書

かれておりますけれども、日本船主協会さんの方は独禁法の適用除外を必要としているの

は船社側だと。荷主と船社の利害は最終的相反する関係だと。したがって、双方が完全に

満足する状況の実現は困難である。言ってみれば、船社の利益になりさえすれば、荷主の

利益が害されても仕方ないという御意見を述べられているわけであります。 

 これに対しては、もともと独占禁止法というのは一般消費者の利益を確保するというこ

とを目的にしておりますので、独禁法の適用除外をするというのは、それが荷主ひいては

一般消費者の利益にもなるという場合に限られるべきであるというのが私どもの考え方で

あります。したがって、荷主の利益を害しても船社の利益になりさえすれば存続すべきだ

という意見には賛同できないということであります。 

 ３番目に、標準コストでサーチャージを定めることの妥当性です。これは、サーチャー

ジ自体は標準コストで設定するため個別船社のコスト実態を反映してないので適切ではな

いのではないかという指摘に対して、これは許容範囲内じゃないかという御意見でありま

す。 

 ただ、これも日本船主協会さんのペーパーにありますようにサーチャージの根本という

のは、船社が自らのコントロールの及ばない要素を運賃とは別立てで精算することだとい

うふうにおっしゃっておられます。だとすれば、標準的なコストでサーチャージを荷主さ

んに請求するということになると、平均値をもちろん上回っている船社さんもいるんでし

ょうけれども、下回っている船社さんもいるということになりますと、本来実費は安いん

だけれども、カルテルで決めた標準コストだということで過大な料金を荷主に要求すると
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いうことを認めるような仕組みになるということだとすれば、そもそもサーチャージの根

本は船社がみずからのコントロールの及ばない要素を運賃とは別立てで精算するという御

説明と矛盾をし、許容範囲内とは言えず、荷主の利益を不当に害するおそれがあるのでは

ないかということであります。 

 ４番目に、非常にテクニカルな話ですが、ＢＡＦの評価をする際に、原油と比較してい

ることについて、これは船舶用重油を使用すべきではないかということだったんですけれ

ども、この点については、データ入手に制約があるということと、日本船主協会さんのパ

ンフレットでも原油価格と重油価格はおおむね比例関係で変動しているということで、こ

のようにさせていただいています。仮に船舶用重油についてのデータを提供いただけるの

であれば、原油価格のデータと差しかえをすることはやぶさかではないということでござ

います。 

 ３ページ目に行っていただきまして、ＢＡＦの妥当性ということで、燃料油の上がり方

に比べてＢＡＦの方が上がり方の率が高いという指摘については、もともとベースのコス

トである１１９ドルが本体に入っているとか、燃料油の上がり方とＢＡＦの変更時期にタ

イムラグがあるということで、一定の試算をすると、欧州同盟のＢＡＦについてもちゃん

とつじつまが合っていますという御説明だったわけですけれども、この御説明についても、

内容に不明な点がありますし、同じ方式を北米航路に当てはめてみると、やはりつじつま

が合わないということで、この辺については引き続きより突っ込んだ御説明が必要なので

はないかということであります。 

 ６番目で、ＣＡＦの議論の関係で船社のコストのドル建て比率について理解が正しくな

いのではないかという御指摘がありました。ただ、これも日本船主協会さんの日本海運の

現状に出ていますドル建て金額比率８０％というのをベースにこの報告書を指摘させてい

ただいていまして、仮にドル建て金額比率８０％ということを前提とすると、例えば欧州

航路で使用しているＣＡＦの算定のベースになっています通貨利用比率、米ドル３９％と

いったようなものについては本邦船社さんの場合には差があるのではないかということで

あります。 

 ７番目に、各船社のコストの実態を反映していないＣＡＦの妥当性ということですけれ

ども、これは各社の実態ではなくて、加盟船社全体として判断する必要があるのではない

かということで、先ほどの３.と同じ議論です。標準コストで見ることの妥当性ということ

ですけれども、繰り返しになるので省きますけれども、こういうことを認めると実際のコ
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ストを上回るサーチャージを要求する船社を認めるということになるので不適当ではない

かということであります。 

 ＷＴＳＡのＣＡＦの妥当性ということで、これはＳＣＡＧＡ、海運同盟事務局から公取

に回答済みだというような御指摘がございます。確かに回答を頂いていますけれども、Ｓ

ＣＡＧＡからはこの算定方式については今の事務局長就任以前に取り決められたものであ

って、算定方法に係る資料は保存されていない。だから、選定の根拠は不明だという回答

を頂いていますので、その旨報告書に記載をしました。 

 なお、西航の復航の２３５円というレートについては、１９８５年当時に決められたも

のであって、同じ船社でＴＳＡ、ＷＴＳＡ両方に加盟している船社がいるとすると、往航

の方は１２６円、復航の方は２３５円というようなベースレートを使っていることになり、

その辺も合理性がないのではないかということであります。 

 ４ページ目の下の９.のＴＨＣでありますけれども、これも船社がコントロールできない

費用として運賃から外出ししたということであります。 

 これも報告書で記載のとおりでございますけれども、５ページ目の上の方にまいりまし

て、同じ船社なのに航路によってサーチャージが異なるということは理解に苦しみますし、

ＳＣＡＧＡ、海運同盟事務局に対してはＴＨＣの算定根拠を御説明いただくようにお願い

していますけれども、欧州同盟ではそもそも算定式は開示していない、太平洋航路安定化

協定ではＴＨＣに関する算定式は存在しないというふうに言っておられるわけであります。

この点について、非開示するということは荷主に対する説明が十分でありませんし、算定

式が存在しないということになると、どうしてそれが合理的なのか自分でも検証できてい

ないということの証になってしまうということであります。 

 １０番目に、これもガイドラインと実費徴収に乖離があるという先ほどの話であります。

これは実際に徴収できていないとしても、そのことをもって不当性を阻却する事由になら

ないということであります。 

 １１番目に、標準コストとしての統一ＴＨＣ、これも各社ばらばらかもしれないけれど

も、標準コストとしてＴＨＣを設定することについて合理性があるんだということですけ

れども、３月１６日の本研究会で御指摘がありましたように、特に本邦船社の場合には自

前のコンテナターミナルを持っていて、本来もっと安くＴＨＣを設定できるはずだろうと。

そういったものがカルテルで決まったということでより高いＴＨＣを請求するということ

については問題なのではないかという指摘があったところであります。 
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 続きまして、資料１－６にまいりまして、これも５月１９日付で日本船主協会さんから

頂いた御意見を左に書いておりまして、これについての考え方が右に書いております。実

は日本船主協会さんのコメントというのは２８項目ありまして、今までの御説明とダブる

ところもあるものですから、このうち１２カ所ぐらいについて駆け足でコメントしてまい

りたいと思います。 

 まず１枚開いていただいて、２ページ目の一番下のところでありますけれども、サーチ

ャージについては、日本では、日本荷主協会に事前に説明をし、コンサルテーションして

いるということを正当性の根拠にしているわけですけれども、この点については日本荷主

協会さんももともと日本荷主協会が独禁法の適用を受けるし、団体交渉みたいな協議がで

きないのだ、海上運送法はザル法だとまでおっしゃっているので、こういった協議によっ

て正当性が担保されることはないのではないかということであります。 

 １枚めくっていただいて４ページ目でありますけれども、上から２つ目の箱ですけれど

も、値上げは時として大幅だけれども、値下げもあるんですと。ここも検証してください

という御指摘でありますけれども、この報告書では、要するにカルテル行為がどういうよ

うな影響をもたらしているかということを検証しているものですから、例えば値下げにつ

いては、せいぜい５０ドルしか値下げしないようにしようとかいう値下げカルテルみたい

なものがあれば、それは検証する必要があるんでしょうけれども、カルテル行為で行われ

ていないものについては、ここでは検討の対象にしていないということであります。 

 その下でありますけれども、９５％の船社がほぼカルテルの決定どおり荷主サーチャー

ジの額の決定を行っているというのは、アンケート調査への設問項目から見ても適切な表

現ではないのではないかという御指摘があり、これは御指摘のとおりですので、アンケー

ト調査の表現文のとおり訂正をさせていただきました。 

 ５ページ目の上の方に行きましてＰ３１というところ、日中航路ではもともとカルテル

がないわけですから、そういった意味では、仮にカルテルがなくなっても、もともとない

わけだから、このサーチャージの弊害みたいなものはなくならないのではないかという御

指摘ですけれども、この点についても、日中航路はカルテルはありませんけれども、他の

航路のカルテルで定められているサーチャージをベンチマークとして、各社協調的にサー

チャージを設定しているという可能性があります。そういった意味でカルテルの是正をす

るということは日中航路の改善を図る上でも、その改善の第一歩なのではないかというこ

とであります。 
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 ６ページ目の下の方に行っていただきまして、公正取引委員会が昨年１１月に行いまし

たアンケート調査につきまして、アンケート回答を実態調査以外の目的で使用することは

ないと明記しているのにもかかわらず、この報告書で使ったことについては手続的に問題

があって遺憾だという御指摘があります。これについては、先ほど申し上げましたように、

昨年１１月２８日の伊東局長から荷主に対する依頼状をそのままつけておりますので、御

覧いただきたいと思いますけれども、この中では、「海運市場における取引の実態や問題点

を把握するため実態調査を行うことといたしました」というように書いておりまして、し

たがって、調査の結果、こういった適用除外制度あるいはカルテルの弊害があれば、それ

について指摘をすることは当然のことでございまして、公正取引委員会でございますので、

こういった調査プロセスについてもなるべく公正を期してやっておるつもりでございます

ので、こういった指摘を受けること自体むしろ遺憾だということを強く申し上げたいと思

います。 

 １枚めくっていただきまして８ページでありますけれども、上の４４ページというとこ

ろですが、平成１１年以降のいかなる状況変化があったのかということですけれども、こ

れはもともと国際的な制度の調和ということで存続させたわけですけれども、３極のうち

１極のＥＵがＥＵ委員会として廃止を提案したということは一つの大きな状況変化ですし、

それを受けて実態調査を行ったところ、荷主の利益も大きく害されているのではないかと

いうことが判明したということは、これは適用除外制度の存続理由の根幹にかかわる問題

ではないかと思います。 

 その下の４５ページ、アライアンスについては、ＥＵも独禁法適用除外になっていると

いうことについては、これはその事実を報告書の２次案に追記しました。 

 その下、外航海運の特殊性について幾つか、在庫が効かない、寡占化が進む可能性があ

る、日本航路の撤退といった御指摘があります。これは報告書の方に盛り込みました。 

 ９ページ目の上の方に行っていただきまして、これは日本船主協会さんの方が示された

資料で、タンカーとか不定期船の運賃変動に比べると、定期船というのは安定しているの

だということでグラフを使われて御説明をされたわけであります。しかしながら、日本船

主協会さんが示されたグラフですけれども、これはタンカーとか、あるいは不定期船のス

ポット価格の推移を示されておりましで、実はタンカーなり不定期船というのは、一般的

に中長期契約を行っているわけです。そういった意味で、スポットの価格と定期船の運賃

の動向を比べることは、そもそも不適切であり、定期船運賃よりも不安定であると結論づ
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けることはできないということであります。 

 ちなみに、お手元に、これも先ほど御紹介した日本船主協会さんの日本海運の現状の資

料をお配りしておりますけれども、この資料１－６別添２を御覧いただきますように、折

れ線グラフのうちＢＤＩと書いているのが、いわゆるドライの乾貨物、ＷＳというのはタ

ンカーですけれども、スポット価格を見ると確かに変動している。しかしながら、資料１

－６別添１、これも日本船主協会さんの資料でありますけれども、このトン当たり運賃の

平均というのが下に数字で書いてございますけれども、例えば油類、これはタンカーに相

当しますけれども、これを見ますと、１９９２年、トン当たり１,５００円から、２００４

年、やはり１,５００円ということで極めて安定的に推移している。その下の乾貨物の方は、

おそらく定期船の不定期船両方込みのものだと思いますけれども、これも極めて安定をし

ているという状況になっているということを御指摘申し上げたいと思います。 

 続きまして資料の１１ページ目でございます。１１ページの一番上に、今の外航海運カ

ルテルが荷主の利益を不当に害していないということについては国交省も理解していると

いう御指摘があります。国交省さんの主な主張というのは、これは日本荷主協会さんと事

前の協議をしているということが正当化事由の大きな理由だと思いますけれども、これに

ついては先ほど申し上げましたように日本荷主協会さんの方もこれはザル法だということ

で、それが正当化事由になり得ないということであります。 

 その下、適用除外が外航海運産業にとって望ましいという結論の根拠ということですが、

当委員会の竹島委員長がいつもキャッチフレーズで申し上げています「競争なくして成長

なし」という一般論を書かせていただいたものということで御理解をいただければと思い

ます。 

 最後に、参考資料５というのがついておりますけれども、これを日米の制度が異なって

いるように誤解を受けるのではないかという懸念を指摘されていますけれども、日米の制

度が異なっているというのが実態で、ただ制度が異なっているので米国の制度に合わせて

カルテルの実態がそろったというだけですので、制度の差異と実態の差異ということは峻

別して理解をしていただきたいということでございます。 

 大変長くなってしまいますけれども、以上のコメントを踏まえまして２次案の修正を行

っております。かなり細かい修正もあるんですけれども、主な修正箇所を７点ほど御説明

したいと思います。 

 まず１９ページを開いていただきたいのですけれども、この１９ページの中段にＥＵに
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おける適用除外制度の見直しの動向の最近の状況について加筆いたしました。ＥＵの方で

は、昨年１２月にＥＵ委員会として廃止の提案をし、欧州議会の意見を聞いた上で閣僚理

事会が採択をすることになっているわけですけれども、欧州議会の方では、こちらに書い

てあります経済・通貨金融問題委員会というところが日本の国会の委員会のようにこの事

案について検討しておりまして、委員会の意見が既に公表されております。この中では適

用除外制度が廃止されたときに策定されるガイドラインについては、欧州議会と協議した

上で作ってくださいといった一部の修正をした上でこの適用除外制度を廃止するという提

案に賛成するという内容になっています。この委員会意見については６月２０日に委員会

で採決をされた後で、９月上旬に欧州議会本議会で採決をされ、その上で閣僚理事会に報

告し、閣僚理事会の方で採択をするという動きになっているということでございます。 

 ＥＵは非常に長い時間をかけて検討しているじゃないかという御指摘もあるんですけれ

ども、私自身３月末にＥＵに行ってまいりまして、ＥＵ競争総局、運輸総局、それからこ

の欧州議会事務局及び閣僚理事会事務局の話を聞いてまいりましたけれども、やはり２５

カ国の加盟国があって、かつ欧州議会とか閣僚理事会手続があるので、必然的にどうして

もＥＵの場合には長くなるのだということで、一つの国と比較するためのベンチマークと

は違うのではないかなということでございます。 

 次に２４ページ目に行っていただきまして、運賃の推移の下に荷主側から日本船社、外

国船社の利益が高いことについての批判というのがございましたけれども、前回の規制研

でございましたように、実は長い間赤字に苦しんできた事実があるとの御指摘かありまし

たので、これを本文に加えております。ただし、データが開示されていませんので、その

点について注記させていただいています。 

 次に３５ページ、３番目の点ですけれども、先ほど申し上げましたように、ＳＣＡＧＡ

にＣＡＦの理由を聞いたところ、実は根拠不明であるという回答があったので、これを３

５ページ目の一番下に追記させていただいています。 

 ４点目でございますけれども、１枚めくっていただきまして、サーチャージの評価のと

ころにつきまして、日本船主協会さんの方から実際あまり徴収できていないという御指摘

があったものですから、ここを標準コストと実際のコストの乖離という（ア）の部分と、

それから（イ）というのを設けまして、サーチャージとその徴収実態というのをつくりま

した。３８ページを御覧いただきますと、その徴収実態につきましては、ガイドラインど

おり徴収できてないから問題ないということについては、だからといって一方的に荷主に
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サーチャージを求めることについて荷主の不満にもなっているわけであるから、徴収でき

ていないから問題ないとは言えないということと、それから、あくまで標準コストなので、

これで交渉することは許容範囲内ということですけれども、これも先ほどの繰り返しにな

ってしまいますけれども、標準コストということで設定すると、必ず標準コストを下回る

船社がいるわけで、その人は実際の自分のコスト以上のサーチャージを要求するというこ

とになるので、荷主の利益を不当に害するおそれがあるのではないかということでありま

す。 

 次に５点目、４５ページをお開きいただきたいと思います。ここで外航海運と需要家利

益ということで外航海運の特殊性について船主協会さんの御意見を踏まえて追記しました。

具体的には、①の世界の国際物流を支える社会インフラであること、それから③の在庫が

効かないということで容易に破滅的競争に陥る仕組みにあること、④でコンテナ一本輸送

することに伴う運航コスト増加が極めて小さく、限界費用が低いということ、⑥に参入障

壁は存在しないということ、⑦に日本企業にとってベルトコンベア機能であるということ。

⑧に世界単一市場であり、経営哲学の異なる海外企業とも競争しなくてはいけない。⑨に

サービスの差別化が難しい。⑫に１００年以上にわたって運賃の安定化に寄与してきたと

いうこと、４６ページに入っていますけれども、⑬に寡占化の懸念、⑭に日本からの撤退

の懸念ということを追記いたしました。 

 これについては、前回の規制研で会員からいろいろ御指摘がございましたので、第２パ

ラグラフの「また、船社側が」以下の部分ですが、外航海運は社会的インフラというけれ

ども、電力や通信といったライフラインを担うような社会的インフラもあるけれども、だ

から独占禁止法の適用除外ということになっていない。 

 需要変動、在庫が効かない、限界費用が小さい、大規模な設備投資、グローバルな競争、

差別化困難といったことについては、他の産業にも見られる話で、外航海運産業固有の特

性ではないということ。差別化が困難ということについては、松村委員から御指摘があっ

たように、荷主側が日本船社との取引を希望するということであれば、まんざら差別化で

きないわけでもないということを注記させていただいたということであります。 

 長くなってすみませんが、最後に７番目ということで５１ページをお開きいただきたい

と思いますけれども、第２パラグラフの後半、下から４行目ほどのところに、日本荷主協

会さんからは荷主団体側は独禁法の適用を受けているので、実は協議できないのだと。し

たがって、荷主団体側の意見が尊重される法的担保がない、限界があるのだというふうに
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指摘されていらっしゃいますので、その点を追記させていただいたということでございま

す。 

 外航海運の報告書第２次案についての御説明は以上でございます。 

【岩田座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、今御説明いただきました日本船主協会意見あるいは報告書２次案につきまし

て何か御意見がある方はお願いします。 

【井手会員】  今回のこの外航海運に関して船主協会等から出された意見に対して懇切

丁寧に答えているというので、これまでの報告書とは、取り組み方からすると、そういう

意味では積極的に評価できるのではないかというふうな印象を受けました。それだけ外航

海運に関する独禁法の適用除外というのは非常に重要な問題であるということを公取ある

いは船主、あるいは荷主の方もとらえているんだと思いますけれども、今日のこの報告書、

それから公取のリプライに対しては私は賛成です。 

【吉野会員】  １か所質問なんですけれども、一番最後の結語のところ、一番最後のペ

ージなんですけれども、「公正取引委員会は、国際間での意見交換も踏まえながら、こうし

た課題に向けて、対応を講じていく必要がある」というここの意味をもうちょっとわかり

やすく説明してもらえますか。 

【横田調整課長】  外航海運の適用除外制度自体が海上運送法上に規定されている制度

でありますので、研究会の報告書を取りまとめいただき、その上で公取のスタンスが決ま

った場合には、しかるべく国交省さんに働きかけをするなどのアクションを起こしていく

べきであるという趣旨でございます。 

 もちろんこれまでの適用除外制度の整理のときのように国際航空とか保険とか、そうい

った分野について吟味をし、適用除外制度を整理するためのミニ一括法みたいな形で公取

の方で法案を考えていくというオプションが全くないわけではないわけですけれども、外

航海運単独の場合にはなかなかそういうことにもなりがたいでしょうから、そういった意

味で各方面への働きかけをしていくことが必要ではないかということでございます。 

【吉野会員】  わかりました。 

【下村会員】  大体の意見は井手先生と同じです。一言ちょっとつけ加えさせていただ
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くと、横田課長が２番目に資料１－５で強調されたように、独禁法というのは、結局適用

除外が認められるのは一般消費者の利益にもなる場合に限られる。その原則に基づいて考

えるのであれば、結局はこういう結論になってしまうと思います。要するに１－６で歴史

的な経験から実証されている一般論であるということを根拠にされている、そして「競争

なくして成長なし」という言葉を引用されていましたけれども、それは歴史的な経験のみ

ならず、消費者を第一に考えたときの経済学的な分析、そしていろいろな制度上の分析か

らも正当性が証明されているので、私はこの結論でよいと思います。 

【岩田座長】  今のは歴史というか、実証だけではなくて、理論的実証的と書けという

意味ですか。 

【下村会員】  そうですね。 

【岩田座長】  両方からだということですね。 

【下村会員】  そうです。 

【岸井会員】  正確にデータをつけられて、以前よりも具体的な点で説得力が増して大

変おもしろい報告書だと思います。 

 １点だけちょっと質問なんですけれども、以前から入っていた点だと思いますが、４９

ページのところで、今後の方向は廃止することが適当である、ただしということで、①、

②等のことが書かれていますけれども、ガイドラインを策定するというのは、これはこれ

からまたいろいろ考えていくことになると思うんですけれども、大ざっぱなイメージとい

いますか、例えばどんなことを考えていらっしゃるのかお聞きできたらと思います。 

【横田調整課長】  これは、今まさに欧州の方で検討されているわけですけれども、適

用除外制度が廃止され、運賃を拘束することができなくなったとしても、将来の投資判断

をする上で必要な需給に関する情報交換、あるいはキャパシティに関する情報交換、こう

いったものについて一定の範囲内で認めてほしいという要望がありまして、欧州の船社側

と競争総局あるいは運輸総局も入って、今議論が進められています。こういった情報交換

については、日本の一般の産業も、情報交換の仕方によろうかと思いますけれども、ある

程度業界団体みたいなところが、個別の企業から集めた情報全体をまとめて個別の情報ソ

ースを遮断するような形で提示をするといったような形であれば、直ちに相互拘束を引き
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起こすといったような競争法上の問題を引き起こさないということで議論されているわけ

です。欧州の方では、例えば情報交換の頻度ですけれども、船社側は月１ぐらいで、あと

きめ細かさ、どのルート、どの荷物というような、荷主ごとにどれぐらいのレートかとい

うことがわかるような、そういう情報交換を可能にさせてくれと主張しており、ＥＵ競争

総局は、いやいや、半年に一遍ぐらいでいいとか、運輸総局の方は、じゃ、中をとって四

半期でどうですかねといったようなことが議論されているようです。我が国で議論したと

きにも、海運同盟なり航路安定化協定の役割の中に需給動向に関する情報交換機能という

のがあるということでしたので、こういった点についても同種の活動をやっていきたいと

いう御要望がある場合には、同じようなことを考えていかなくてはいけないのかなという

ことを念頭に置いて書いてございます。 

【岸井会員】  確認ですけれども、もし廃止するということになったら、ガイドライン

で実質的に少し、違法でない範囲が広がるというようなことはもちろんあり得ないわけで、

適法の考え方でやるということで。 

【横田調整課長】  はい。 

【岸井会員】  そうすると、例えば先ほどおっしゃった事業者団体のガイドラインなん

かに少しそういうことが書いておりますけれども、そういうのをベースに考えていくとい

うことで、そういうふうに理解してよろしいですね。 

【横田調整課長】  もちろんそういうことでございます。これは欧州についても全く同

じだということで、ＥＵ競争総局の担当課長から聞いております。 

【岩田座長】  一通り御意見を伺いましたので、どうもありがとうございました。 

【横田調整課長】  今後ですけれども、明日から９月１５日までこの報告書の中で主な

争点になっております適用除外制度についてどう思うかということについて３カ月間パブ

リックコメントを実施したいというふうに思っております。このパブリックコメントを踏

まえて、もう一度また２次案に織り込んだ３次案をつくりまして、それをまた秋以降、こ

の規制研の場で御議論いただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

【岩田座長】  わかりました。どうもありがとうございました。 

 それでは、外航海運は以上にいたしまして、次に、総務省のＩＰ懇で公取が意見表明を
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いたしましたので、それを事務局から報告いただきたいと思います。 

【横田調整課長】  先週火曜日、６月６日、総務省のＩＰ化の進展に対応した競争ルー

ルの在り方に関する懇談会におきまして、公正取引委員会の意見陳述をしてまいりました。

この規制研のメンバーからも電気通信のテーマについて規制研で取り上げないのかという

御指摘を受けておりまして、今年度具体的な調査を進めてまいりますということにしてい

たんですけれども、中間報告的に意見陳述の概要について御説明をさせていただきたいと

思います。 

 下のページ番号で２ページ目のところで、構成でございますけれども、公正取引委員会

の基本的な考え方と役割を御説明した後で、この懇談会の争点であります主な４つのポイ

ントについて御説明をしてまいりました。 

 １枚開いていただきまして、公取の基本的な考え方と役割ということですけれども、公

取というのは一般消費者の利益ということを念頭に置いて活動していますという話、それ

から５ページ目にまいりまして、通信分野に競争的枠組みを導入するというためには、特

にこういうボトルネック性を有するような事業でございますので、場合によっては規制当

局は厳格な事前審査を行うことによって、適正な料金水準とか、適切なアクセス条件を設

定することが重要だということを申し上げてきました。 

 それから、この分野についての公取の役割ということでは、今年の３月の閣議決定にも

記載されていますとおり規制改革３か年計画の中で、公正取引委員会は電気通信事業を含

めて積極的な政策提言をするとか、ガイドラインを策定するということになっているとい

う立場で取り組んでいるという御説明をしてまいりました。 

 １枚めくっていただきまして、７ページ目ですけれども、具体的に４つのテーマについ

て御意見を申し上げてきたわけですけれども、まず、垂直統合型のビジネスモデルに対応

した公正競争確保という論点であります。 

 電気通信については、一番ベースになるいわゆる物理網レイヤー、その上にある通信網

レイヤー、その上のプラットフォームレイヤーと各レイヤーがあるわけですけれども、Ｎ

ＴＴがそのドミナンス性を維持しながらプラットフォームレイヤーとか、その上のコンテ

ンツレイヤーといったようなところに出ていくときに、物理網レイヤーあるいは通信網レ

イヤーのドミナンス力みたいなものを行使して他のレイヤーに市場支配力を及ぼす懸念が

あるのではないかということが議論のポイントになっていたわけですけれども、独禁法の

考え方からいっても、４月に御議論いただきました郵政の報告書のように一定分野の市場
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支配力みたいなものを隣接分野に及ぼすということで独禁法の不公正取引なり私的独占と

いったような運用も行うことがあるという御説明をした上で、規制当局も当然そういうこ

とがあり得るということを念頭に置いて、仮にＮＴＴが隣接分野、上位レイヤーにおける

シェアが小さくても、下位レイヤーのドミナンス性を使って市場支配力の濫用行為を行う

ことはあり得るということを念頭に置いた制度設計を行うことが適当なのではないかとい

う指摘をしてまいりました。 

 アクセス網の整備と利用の在り方ということで３点申し上げてまいりました。 

 最初に１０ページ目でありますけれども、アクセス網のボトルネック性というのは、こ

れは銅線が光ファイバーに置きかわっても依然として残るという認識であります。これは

管路等、電柱といったものも開放されているわけですけれども、これは競争事業者が主張

しておりますように、これを使う手続で非常に時間がかかりますので、自前で構築するこ

とは無理だということであります。無理でないにしても、かなりコストがかかって競争力

がない。であるとすれば、光ファイバーの開放義務というのは引き続き必要だし、むしろ

適切な接続が行われるようにするように料金なり接続ルールをちゃんと構築していくこと

が大事ではないかということであります。 

 １１ページ目に行っていただきまして、これは平成１６年４月に出しましたブロードバ

ンドサービスに関する報告書でありますけれども、御覧いただけますように一度光を引い

た需要家というのは、９６％は事情があっても変更できない、あるいは変更する予定がな

いということですので、いったんＦＴＴＨを入れると囲い込みが生じやすいということで

あります。したがいまして、まずアクセス網の平等な開放をしっかりしておかないと、最

初に需要家を囲い込んだ事業者がずっとドミナンス的な地位を維持し続けてしまうという

ことであります。 

 アクセス網のイコールフッティングについては、１２ページにございますように公正取

引委員会の方でも平成１５年１２月にＮＴＴ東に対して警告したような事例がございます

けれども、競合事業者のＡＤＳＬの工事に行った下請工事施行会社がＮＴＴのＢフレッツ

の営業をしてしまったということで、これは取引妨害だということで警告をした事例です。

あるいは独禁法違反の事例ではありませんけれども、ＮＴＴ東西は加入者回線のほとんど

のシェアを持っているものですから、毎月の請求書送付に合わせてＢフレッツの広告媒体

を送ることができるといったような優位性を持っているということでございます。こうい

ったものについては、郵便のネットワークの開放とややアナロジーがあるのかなと思うの
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ですが、例えば競争事業者に対しても同等の条件で広告媒体をあわせて送信できるように

させるとかいったようなイコールフッティングを図っていく必要があるのではないかとい

うことであります。 

 特に、アクセス網の開放については、ファイアーウォールをしっかりやってもなかなか

難しいという場合には、今、総務省、自民党の方でＮＴＴの組織体制の見直しについて活

発な議論が行われていますけれども、公正取引委員会はこの組織問題については、従前は

ＮＴＴドコモの持株比率を下げることによって、ＮＴＴ内の競争を活発化するようにとい

うことを指摘してきたわけですけれども、この点についてはＩＰ化時代を考えますと、Ｎ

ＴＴ東西の業務分野規制みたいなものについて不合理な点があることも事実ですし、消費

者原則という観点からいいましても、そういう不合理な規制によって満足のいくサービス

が受けられないということであれば、むしろそれはＩＰ時代に合ったような組織再編をし

ていただいてもいいのではないか。 

 ただ、もう一方で、競争の促進ということも非常に重要になりますので、民営化されて

２０年間たって、まだ固定分野、携帯分野、それぞれＮＴＴのドミナンス性が残っている

ということでございますので、そういった意味で活発な競争を通じてダイナミックに発展

していく電気通信市場の実現ということを考えれば、特にアクセス網の独立性を高めてい

くということは競争促進をしていく上で重要な課題ですので、そういった方向で組織再編

を御検討されることは有意義なことではないかというコメントをしてまいりました。 

 なお、１３ページ目にございますようにアクセス網の接続料金の話でありますけれども、

公正取引委員会が排除勧告を行った事例で、ＮＴＴ東が分岐方式を採用する予定もないの

に接続料金は５,０００円台に据え置いたまま、自分だけ分岐方式ということでユーザー料

金を引き下げたということについて、これは独禁法違反だということで排除勧告を行った

事例があります。 

 それから、ドイツでも、ドイツテレコム事件のように小売料金を上回るような卸回線料

金を設定したといったようなことでＥＣ条約第８２条違反ということで１,２６０万ユー

ロの制裁金を科したといったような事例もございます。 

 そういう意味で、総務省は、いわゆるインビュテーションルールということで卸の接続

料金というのは小売料金を下回らなくちゃいけないということだけチェックしているわけ

ですけれども、もう少し認可の前提になった設備投資計画がちゃんと実施されたかとか、

それは適正な料金になっているのかといったようなことについて適切な監視体制を整備し
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ていただくことが重要なのではないかという指摘をしてまいりました。 

 ３番目のポイントとしまして、ＮＧＮ、次世代ネットワークへの移行についての公正な

競争確保ということですけれども、これも競争事業者さんの方からは、でき上がったＮＧ

Ｎがインターオペラビリティがあって、だれでも接続できますというだけでは当然不十分

であって、どういう規格で、どういうネットワークになるのかということについてネット

ワーク構築の過程で幅広く参加できるようにさせてほしいという御要望があり、一応その

方向で次世代ＩＰネットワーク推進フォーラムという場でオープンな議論が行われており

ます。そういった方向でぜひ各事業者が同一条件でアクセスできるようなネットワークに

していくことが重要ではないかということであります。 

 最後に、隣接市場における市場支配力ということで、ＮＴＴが経営計画の中でグループ

内の連携を強化し、ＦＭＣサービスを展開していくということについて指摘をしてきまし

た。 

 これは公正取引委員会のアンケート調査結果なのですが、仮にＦＭＣを導入した場合に

どういうキャリアを選びますかということを聞いたものですけれども、ＮＴＴを固定ある

いは携帯で使っているというユーザーは、ＦＭＣを導入された後も、やはり引き続き同じ

キャリアを使う傾向があります。さらに、１６ページ目にありますように、電話料金が非

常に高いという認識を持ち、１７ページにありますように携帯電話を選択するに当たって

料金を重視するということでございますので、ＦＭＣの１５ページ目のアンケート調査に

ついては、特に料金は現状という前提でアンケートしていますけれども、仮にＦＭＣを提

供すると同時に、基本料金を統合して引き下げるといったようなことになると、もともと

固定と携帯両方でドミナンス性を持っていますので、ＦＭＣというマーケットでもドミナ

ンスを形成する可能性があるということで注視していかなくてはいけないのではないかと

いうことであります。 

 具体的にどういうふうに見ていくかということですけれども、ＮＴＴが固定ないし携帯

におけるドミナント的な地位を不当に利用して競争者を排除するという場合が問題になる

んだろうということであります。 

 １９ページ目以降でございますけれども、今も電気通信分野についてはガイドラインを

策定しております。こういったガイドラインが基本的にはＦＭＣのマーケットにも当たる

のだろうというふうに思いますけれども、仮にある移動系の事業者がＮＴＴの東西と組ん

でＦＭＣサービスを提供したいといったときに、ＮＴＴがグループ内で行っていますＦＭ
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Ｃサービスに際しての接続料金みたいなものと比べて不当な料金を設定する、あるいはそ

もそも取引拒絶をするといったような場合、あるいは２２ページにありますようにＦＭＣ

サービスの提供が不当廉売的に行われる場合、こういった点が問題になるだろうというこ

とでございます。 

 こういった点について御要望があればガイドラインの改定といったことも含めて対応し

てまいりたいと思いますし、２３ページにありますように、この他ＭＶＮＯといったもの

についても同様にガイドラインの明確化といったものが必要であれば積極的に対応してま

いるというような御説明をしてきた次第でございます。 

 以上でございます。 

【岩田座長】  どうもありがとうございました。 

 今の報告を受けて一言あればということなんですけれども……。 

【井手会員】  ＦＭＣについては、公取としてはＮＴＴがＦＭＣサービスを提供するこ

とについては、これはいいというふうに見ているのか。その上で、何か競争上問題があれ

ば独禁法で対処する、そういう考えなんですか。それとも、ＮＴＴがグループ内で協調関

係を強めていくことは問題だというのか、どちらの認識なんですか。 

【横田調整課長】  このＩＰ懇談会でまさに同じ御質問をいただいたんですけれども、

公正取引委員会の一般消費者の利益という原則に立ち返って考えれば、当然ＦＭＣサービ

スという新しいサービスを受けられるということは消費者の利便にもかなうことなので、

それ自体問題だということでは考えておりません。ただし、先ほど申し上げたように競合

事業者が同じような形でＦＭＣサービスをやりたいというときに、拒絶するとか、あるい

は差別的な条件をつけるということはないようにということがポイントではないかと考え

ております。 

【吉野会員】  それが実態に照らしてみると、実際には消費者の本当に利便になるのか

ならないのか。つまり、他の事業者がやろうとしているかしていないかに関係なく、これ

から出てきた場合にどういうことが考えられるかといったことを考えると、このサービス

の目指している方向は明らかにかなり排他的なグループ内の結合になりつつあるんじゃな

いかという懸念が一方で指摘されているんですよね。だがら、そういう懸念があるぞとい

うことを先取りして指摘する必要はあるんじゃないかとは考えてはいないんですか。 
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【横田調整課長】  現在のスタンスとしては消費者利便にもかなう面があるのではない

かなという話でございます。 

【吉野会員】  じゃ、もしこのまま他の業者が出てこなければ、これはこれでよろしい

と、こういう話になるということですか。 

【横田調整課長】  おそらくＫＤＤＩグループ、ソフトバンクグループもＦＭＣサービ

スみたいことは提供できる体制になるでしょうし、そういった意味で活発な競争が行われ

ることを期待したいと思います。 

【吉野会員】  私の個人的な意見として、今の段階でこういうサービスが出てくること

は、あまり実態としては、昔のＮＴＴに戻る、逆行する危険もはらんでいるんじゃないか

という感じはするんです。 

【岩田座長】  今おっしゃったのは、基本的に参入規制というのはないわけですね。な

いときに、だれも参入していないと、どうしても事実上独占になるから自然独占ですね。

その場合は価格規制は必要だという理論的な議論になってしまう。そうでなければ、参入

があればイコールフッティングの政策が独禁政策になる、そういうふうに変わるというこ

とじゃないでしょうかね。だから、実際に参入してくれば、ここでおっしゃったような対

策になるし、万が一参入規制がないのにだれも来ないというんだったら、価格規制という

やり方にならざるを得ないと思いますね。そうじゃないでしょうかね。 

【岸井会員】  私も全く同じで、基本的なスタンスはそれでいいと思うんですけれども、

吉野さんが心配なさっているのは、実際にイコールフッティングがどれだけちゃんと保証

されるかというふうな話も含めておっしゃっていると思うんですね。ですから、その辺に

ついては、回線会社を分けるとか、アンバンドリングの話とか、いろいろあったと思うん

ですけれども、その辺については公取は何か意見表明したということはあるんでしょうか。 

【横田調整課長】  競争活性化のためにアクセス網の独立性を高め、接続の公平性をち

ゃんと確保するということが重要であることは、今御説明しましたようにかなり力点を置

いて意見を申し上げてきたつもりですし、組織としても、やや踏み込んでより独立性を高

めるような形の組織再編が望ましいということで説明をしてきたところであります。 

【伊東経済取引局長】  従来は、固定と移動と、ＮＴＴを分割したときなんかそうです
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ね。だから、ある意味、固定電話に対する競争力として移動を評価して、公取としては完

全に分離しろ、少なくとも半分以下にしろというような形でやってきたんですけれども、

全体的なサービスの中身、供給主体をどう見るかは別として、サービスとして固定と移動、

携帯電話の融合というようなサービス、商品が出てくる、これは技術の流れといいますか、

そういう中でそういう新しい商品がいろいろ出てくる、それ自身をなかなか否定はできな

いだろうし、また、そういう商品が出てくることは消費者利便にもなるというようなこと

で、だから、ＦＭＣ化そのものが問題だとは言えない。しかし、一方で固定と携帯のドミ

ナント同士が非常に閉鎖的に行えば、保守的な昔に戻ってしまうということですから、そ

の辺りをどうするか。できるだけそういうサービスを行うにしてもオープンな形で行う方

法はないものかというのをちょっと模索している段階なんです。 

【井手会員】  以前、公取としてはドコモの持株の比率を下げろとかいうことをずっと

言い続けていましたね。こういうＦＭＣとかということになると、公取としてはもうそう

いうことは今後言っていかない、そういうスタンスなんでしょうか。 

【伊東経済取引局長】  必ずしも今後をはっきり見通しているわけではないんですけれ

ども、従来は、今言ったように固定に対する競争単位としての携帯、移動電話を評価して、

それで完全に分離しなきゃその意味がないだろうというようなことで、少なくとも２分の

１を下回るような持株比率にすべきではないかということを言ってきたわけですけれども、

そういう意味では、そういう前提となる実態がちょっと変わってきているところもあるの

かなというような感じはしております。 

【井手会員】  わかりました。 

【吉野会員】  これは感想ですけれども、やっぱり今おっしゃったような実態が出てく

るのも、あれはソフトバンクが出てきて初めてこういうことになったわけで、ドコモの料

金も下がったし、それまでは言ってみれば机上の空論だったわけですよ。だから、本当に

参入させることがどれほど大事かということをかなり真剣にそういう問題意識を持ってや

る必要があるだろうと私は思います。 

【伊東経済取引局長】  おっしゃるとおりだと思います。 

【岸井会員】  直接関係ないかもしれませんけれども、この一つのモデルにされたイギ
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リスのＢＴの組織改革とかなんかは、やっぱり向こうの公正取引法という法律で分割も含

めてあらゆるオプションを検討することができるという付託条項があるんですね。その付

託条項を使おうとしてＢＴの方が自発的に案を出してきたという、ある意味でやる可能性

はすべて、いわばカードは取っておくぞという形で、そういうのが前提にあって初めてそ

の時々のいろいろな対応策というのが出てくると思うので、おそらく吉野さんがおっしゃ

っているのは、その辺のスタンスをちゃんとしてほしいということだと思いますし、私も

それはそのとおりだと思います。 

【岩田座長】  他によろしいでしょうか。 

 それではどうもありがとうございました。 

 最後に、アドボカシーに関して説明いただきたいと思います。 

【横田調整課長】  お手元の資料３を御覧いただければと思います。 

 １枚開いていただきまして、目次のところにございますように、簡単にこの唱道活動の

概念を御説明した上で、公正取引委員会の現在の取り組みの現状、諸外国の競争当局の取

り組みを御説明した上で、今後の課題とか方向について御説明したいと思います。 

 まず、唱道活動、アドボカシーということなんですけれども、この四角の中に書いてご

ざいますように競争当局が規制当局に対して行う政策提言、その他の活動ということであ

ります。我々、中ではよくオフェンスとディフェンスと言っていますけれども、オフェン

スとしては、こちらから郵政の報告書あるいは電力の報告書のように一定の規制分野につ

いて競争評価を行った上で、今後競争を促進していく上での課題、こういったものをまと

めて発信していくというような形、あるいは先ほど御説明をしましたＩＰ懇のように事業

所管官庁の政策決定プロセスの中で審議会、研究会のオブザーバー参加した上で意見表明

を行うといったやり方。それから、事業所管官庁の方で競争政策に対する理解を深めてい

ただくために、いろいろな相談事例集をつくったり、マスメディアを通じて規制制度と競

争政策に関する考え方を述べたり、もっと非公式な意見交換、場合によっては飲み会をや

ったりといったようなやり方もあろうかと思います。 

 それから、ディフェンスとしては、日本は政府提出法案の場合については、必ず法令協

議、閣議決定ということになりますので、そういった際に意見を申し述べるということも

ありますし、先方から、こちらが働きかけなくても相談にみえるというようなパターンが

あるわけであります。 
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 公正取引委員会の唱道活動の中で果たすべき役割ということについては、閣議決定され

ますと、規制改革３か年計画の中でも書かれておりまして、この中でこの規制改革会議と

の緊密な協力関係の話、それから各省が行政指導を行う場合には公正取引委員会と調整し

なさいという話、それから、先ほど電気通信のところでも出てまいりましたけれども、電

気、ガス、電気通信、運輸といったような分野については、公取が競争状況を調査した上

で政策提言を積極的にやっていくということは盛り込まれております。 

 ４ページ目をお開きいただきまして、これまで公正取引委員会がどういうような活動を

行ってきたのかということであります。 

 まず、調査・提言・ガイドラインの策定ということですけれども、この表は２０００年

以降の調査・提言・ガイドラインを一覧表にしてみました。これは全部で２９件ありまし

て、この他、先ほど御議論していただいた外航海運を含めて３０件ということになります。 

 これの見方ですけれども、この表の中でやや濃い網かけがされているものについては、

例えば電力、２と書いていますけれども、５ページ目の方に２に該当する報告書が書いて

ありますけれども、電気事業分野についての競争政策上の課題について全般的に競争評価

も行った上でまとめたものということであります。 

 薄い網かけを見ていただきますと、電力の１０というのがございますけれども、これは

右の方で見ていただきますと、電力の部分供給等にかかる独占禁止法の考え方ということ

で、全体的にはごく特定のトピックスについて調査をしたりガイドラインを出すといった

ようなことを行ってきたものであります。 

 これを見ていただきますと、市場の競争状態を見ながら規制制度の在り方について提言

をするというものについて、必ずしも継続的にやってきているかというと、飛び飛びにな

っていたり、電力とか電気通信については比較的継続的にやっている方ですけれども、一

回限りで終わっているといったような分野もあるという実態になっております。 

 それから、４ページ目の上の箱に書いてございますように、公正取引委員会の中でも私

ども経済取引局と審査担当部局が連携を図っておりまして、個別事件処理に際して審査担

当部局と経取局がタイアップをしたり、それから個別審査事件を類型化した上でガイドラ

インに織り込んで、それによって違法行為を明確化する、独占禁止法違反の未然防止に努

めるといったような取り組みも行ってきているということであります。 

 １枚おめくりいただきまして、６、７ページ目には、もっと古い取り組みを書いており

ますけれども、６ページ目の下の方を見ていただきますと、昭和６０年代、平成の初めぐ
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らいは、情報通信分野競争政策研究会というのを設けて、かなり精力的に政策提言をして

きているといったような歴史もございます。 

 ８、９ページ目でありますけれども、現在我々が電力、電気通信、外航海運、郵政とい

ったような分野について競争評価をする際のチェックポイントとして、市場構造、競争実

態、競争制限的な要因の有無、競争が行われていないことに伴う弊害といったようなこと

について競争評価を行ってきているということであります。 

 １枚おめくりいただきまして、１０、１１ページ目ですけれども、法令協議の対応とい

うことで、これは毎年１－３月、通常国会になりますと、年間１００本を超えるような数

の政府提出法案がございますので、これに対して調整を行ってきているということです。 

 昨年１月以降の主な法令協議を行った法律として、郵政民営化関連法案、銀行法の改正、

電波法、海上物流では水先制度の変更とか、道路運送法の改正なり、１１ページ目の方は

政令協議ですけれども、地球温暖化対策推進法の施行に伴います電力の排出係数をどうい

うふうに定めていくかということについて、環境省さんと６カ月間にわたって調整をした

といったような事案がございます。 

 もう１枚めくっていただきまして１２ページですけれども、相談対応業務というのを私

どもでやっておりまして、中央省庁あるいは国の地方部局、それから地方公共団体からの

相談については、私どもが窓口になるという形になっております。 

 平成１７年度全体で５６件ございまして、中央政府もあれば自治体もあるというような

ことで、この１２ページ目に具体的な相談の事例が書かれております。政府から、例えば

協同組合相互でいろいろな連携をすることについてどうかとか、あるいは農産物の交渉ス

キームについてどう考えるかとか、いろいろな御相談があるわけですけれども、各省庁の

場合はどの事案かというのが特定されてしまいますので、自治体の相談事例を中心にまと

めております。冒頭御紹介しましたように、先生方のお手元には相談事例集として公表す

る案が一応配付させていただいておりますので、まだ未定稿でございますけれども、ぜひ

御参照いただければと考えております。 

 １３ページ目にまいりまして、諸外国の競争当局の取り組みを少しご紹介をしたいと思

います。 

 まず米国、司法省反トラスト局ですけれども、反トラスト局の中では、エコノミック・

アドバイザリー・グループという経済分析グループ、それから法律の専門家といったのが

共同しながらこの唱道活動を進めてきているということであります。 
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 具体的にどんな活動をしているかということについては、反トラスト局の場合について

は、唱道活動に限らず、審査部局とか調査部局とかがどういう形で業務を行っていくかと

いう業務マニュアル、これはかなり大部なものが一般にも公表されていまして、その中で

明らかになっているわけですけれども、唱道活動に関しては、１．に書いてございますよ

うに政府内のタスクフォースへの参加ということで、場合によってはホワイトハウスとか、

あるいは関係省庁タスクフォースに参加して電気通信、海運、エネルギーといったような

分野についてコメントを行うとか、法案審議をする際には議会に行って証言を行うとか、

それから、規制当局が具体的に許認可をするといったときに協議を受けるとか、場合によ

っては７番目にありますように、問題があるものについては提訴を行うといったことが行

われているということであります。 

 １４ページ目を御覧いただきますと、ＥＵについては、先ほど申し上げましたように３

月にＥＵ競争総局に行ってきたわけでありますけれども、新しい委員のもとで唱道政策と

いうのはエンフォースメントの強化と並んで重要施策の３本柱の一つという形になってい

るそうであります。 

 その中で特に印象的でありましたのは、ＥＵの取り組みについては、セクター別にチー

ム編成を行い、市場の競争促進のためにいろいろな競争法のツールを総動員して取り組ん

でいるという点、それから、かなり長期的な視点を見据えながらＰＤＣＡサイクルがちゃ

んと回っているなという点について強い印象を受けました。 

 まずセクター別チーム編成ということなんですけれども、例えばエネルギーを例にとり

ますと、エネルギー分野について２０名ぐらいのスタッフがいて、その２０名のスタッフ

が唱道活動みたいなこともやれば、８１条、８２条違反の審査もやれば、企業結合の事案

もやるというような体制になっているということであります。 

 ２.でＰＤＣＡサイクルということで書いておりますけれども、通常、これもエネルギー

を例にしますと、エネルギー価格の高騰でユーザーに不満があるということを受けて、セ

クター・インクワイアリーを実施し、ユーザーから幅広くヒアリングをする。それを踏ま

えて、レポートを作成し、公表する。また、そのセクター・インクワイアリーの中で実際

に８１条、８２条違反の事案が出てくれば、そのレポート作成と並行して、当然摘発みた

いなこともやっていき、なかなかそういう事件処理だけでは不十分な点については、規制

制度担当部局に働きかけをしていくということで、また、全体として市場の競争状態がど

うかということをチェックしながら、場合によってはまたセクター・インクワイアリーの
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方に戻っていくというような動きになっておりまして、この点、公正取引委員会の方も、

先ほど申し上げましたように審査担当部局と連携をしながらやっているわけでありますけ

れども、各セクターの専門家がいろいろなツールを使いながら、エネルギーのＥＵ競争総

局の担当者の言葉をかりると、ボールみたいにからまった毛糸のひもを一つ一つ解きほぐ

すように競争促進を図っているというような取り組みを行っているというのは非常に印象

的でありました。 

 １５ページ目にその他の例ということで、これはインターナショナル・コンペティッシ

ョン・ネットワーク、ＩＣＮといったような場でいろいろな取り組みが非常に活発に紹介

されています。いろいろな取り組みをカテゴライズすると、規制当局に競争政策当局との

調整を義務づけるようなやり方、あるいは義務づけまではいかないけれども、何かやると

きには一応競争政策当局の意見を聞きなさいという意見を聞くことを義務づけるやり方、

そしてソフトな協力関係の方式に努力している、３つぐらいのカテゴリーがあるのではな

いかと思います。 

 強制的な手続の事例としては、例えば豪州では電力規制当局が送電・売電の区域を調整

するときにはＡＣＣＣと調整しなくちゃいけないとか、ブラジルで国家石油局が市場に介

入する場合についてはＳＢＤＣに協議しなくちゃいけないとか、フランスでは、電気通信

規制当局が電気通信事業者に隣接市場に影響力を行使させることとなる行政指導をすると

きには、競争評議会に協議しなくちゃいけないといったことが義務づけられている、そう

いった例がございます。 

 それから、意見提出権を認める制度としては、ブラジル、カナダ、アメリカ、ドイツ等

で一定の場合にコメントをする権利が認められているということで、具体例としてアメリ

カの事例をご紹介させていただいております。 

 ソフトな例というのはたくさんあるんですけれども、定期・臨時の会合を開くとか、１

６ページ目に行っていただきまして、省庁の垣根を超えたタスクフォースを組織するとか、

あるいは規制官庁で働いていたスタッフを競争当局が採用する、フィンランド、ドイツと

書きましたけれども、外航海運なんかにつきましても、ＥＵ競争総局のヘッドはＥＵの運

輸総局でアビエーションの専門家として鳴らした人が着任していまして、海運とアビエー

ションの分野なんかを担当しているとか、そのスタッフも運輸総局から来ているというふ

うに聞きましたので、それは非常にいい仕組みなのではないかという印象を受けました。 

 日本で行っている取り組みとしまして、閣議決定で位置付けを明確化するとか、規制当
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局と共同でガイドラインを作成するというのも、このソフトな協力関係というジャンルに

位置付けられるのではないかということでございます。 

 １７ページ目に、こういった公取の取り組みについて各国の取り組みをベンチマークと

して考えた場合に、考えられる課題と今後の方向性ということなんですけれども、唱道活

動を本格的にやっていく上では、この５つぐらいの項目が非常に重要なのではないかとい

うことであります。 

 まず１番目に、より早い段階から政策提言をやっていかなくてはいけないということで

す。私どもの活動で、法令協議という御説明をしましたけれども、法令協議で出てきた段

階で法案を出させないという拒否権はあるにしても、中身をより競争促進的な内容に作り

直してきなさいと言っても、法案が法令協議に来ている段階ではいろいろなステークホル

ダーとの調整なり法制的な検討がある程度終わってきていますので、なかなか難しい。そ

ういった意味では、より早い段階でコミットしていくことが重要である。そのためには、

２.にありますように規制当局との連携を深めて、審議会にオブザーバー参加するとかいっ

た形で可能な限りコミットしていくといったようなことが重要なのではないかということ

であります。 

 特に、電力、ガス、電気通信といった規制当局と共管ガイドラインをつくっているよう

なところについては、かなりそういう連携が進んでいますけれども、そうでもない、そう

いう意識が希薄な部局もありますので、規制当局全体に競争政策の理解を高めていただく

努力が必要ではないかということであります。 

 それから、ある程度連携を深めていこうということになりますと、公正取引委員会のリ

ソースも限られておりますので、ある程度重点分野を絞り込みながら継続的にやっていく

ということが、非常に重要なのではないかということであります。 

 先ほど見ましたように、調査についてもかなり飛び込みでアドホックにやっているよう

な分野もございますけれども、限られた人員だからこそ、ある程度ナレッジマネジメント

をし、ノウハウを引き継いでいくという意味でも絞り込んだ重点分野について継続的にフ

ォローアップしていくようなやり方が大事なのではないかと思います。 

 具体的には、１８ページにございますように先ほど来、出てきています規制改革３か年

計画で言われているような電気、ガス、電気通信、運輸といったようなものを念頭に置き

ながら取り組んでいく必要があるのではないかということで、今年度は具体的に継続検討

中の外航海運の他に、当面、ガス、電気通信、国内物流ということで内航海運とか陸運、
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それから国際航空という４つの分野について調査を行っていきたいと考えています。 

 それから、既に報告書を出しています電力、郵政分野についても、継続的にフォローし

ながら、その他電力の適正取引ガイドラインの見直しというのは、この電力の報告書を踏

まえて行うことを考えておりますし、規制改革３か年計画で農協ガイドラインを作成する

ということになっているものですから、こういった取り組みをしていきたいと考えており

ます。 

 これらの取り組みにつきましては、今後、規制研の場でまたいろいろ御指導いただきな

がら進めさせていただきたいと思っております。今回でいろいろなことが一区切りになり

ますけれども、できれば月１回ぐらいのペースで規制研を開催させていただいて、これか

ら取り組んでいくガス、電気通信といった分野について、例えば有識者ヒアリング、ある

いは業界からの意見を聞くといったようなことをやりながら規制研の皆さんの御指摘も踏

まえながら検討を進めていきたいと考えておりますので、何とぞよろしく御指導いただけ

ればと思います。 

 ４番目に、規制当局に競争政策の理解を深めていただくための取り組みということです

けれども、これはマスメディアを通じていろいろ意見を言っていくということで、例えば

温対法の政令協議では、かなりマスメディアでも取り上げられましたけれども、公正取引

委員会との調整が大変だと思うと、環境分野についてもこちらから言わなくても相談に来

たいとかいったこともございますので、ある程度そういうＰＲ効果は大事ではないかとい

うことであります。 

 それから、先ほど申し上げましたような相談事例集も有意義ではないかということであ

ります。 

 最後に、競争評価方法のブラッシュアップということなんですけれども、先ほどのチェ

ックリストみたいなものについて、よりリファインしていくということもございますし、

ことし３月には、電力、ガス、電気通信の３分野について一応クロスセクションの需要家

満足度調査みたいなことをしたんですけれども、これは今後、先ほど申し上げた重点分野

については少し対象を広げて継続的にやっていきたいということで、クロスセクションで

見ると同時に、経年的にも評価できるような形でやっていきたいと思っております。それ

から、電力、ガス、電気通信については、規制当局側も競争評価を実施していますので、

こういった分野については可能な連携を積極的に行っていくことが有益なのではないかと

いうことで考えています。 
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 以上、これまでの取り組みの評価等、今後、こんな形で進めていきたい、特に規制研の

御指導もいただきたいという御説明をしましたので、今後、私どもがどんな形で仕事をし

ていくべきかということについて、いろいろな観点からぜひ御助言をいただければ幸いで

ございます。 

【岩田座長】  どうもありがとうございました。 

 あと３０分弱ありますけれども、ご自由にお願いしたいと思いますが、私から一言なん

ですけれども、政府とか他の部局とか、いろいろ調整をしながらということなんですけれ

ども、私自身が非常に違和感があったのは郵政民営化なんですけれども、ああいうような

法案ができていく過程で、公取というのはどういう関与を、何かしなかったのではないか

という気がして、そして、でき上がったことに対して注文をつけるとか、それをこの間や

ったのではないかと思うんですけれども、それだとか、あるいは民営化法案が出る前に、

民間の部門にイコールフッティングではない、税負担がないとか、いろいろなことがあり

ながら、保険の第三分野に出るとか、ゆうパックとローソンの提携ですとか、投信の販売

を認めるとか、どんどん進んでいる。それに対して公取というのはどういう役割をしたの

かがよくわからないので、その点を今日の御説明との関係でしていただきたい。 

 ２点目は、そもそも規制研の役割というのはこの中で一体何なのかということなんです

ね。というのは、規制研にお諮りになる場合とならない場合があって、それはどういうふ

うに仕分けをされているのか、その辺を御説明いただけるとありがたいと思います。 

 例えば、ＩＰ懇の話というのは、おそらく１７年に──１６年は規制研はほとんど何も

ないんです。私はちょうどいなかったので、そのせいかどうかわかりませんが、座長がい

ないのでやめちゃったのか、そんなことはないかもしれませんが、とにかく私は１年いな

かったということで１６年はほとんどないんですけれども、１６年のときにでも担当の方

がＩＰのこの問題に関して接続料金をどうするかという問題でここで諮りたいという話が

あって、やるというぎりぎりになってやめましたという話になっちゃったりしているので、

その辺がどういう基準でそういうふうになっているのか。ということは、それは逆に規制

研の役割分担ということでちょっと御説明いただければと思います。２点です。 

【横田調整課長】  郵政について法案の過程でどういうふうな関与をしたのかというこ

とですけれども、私の着任前のことなので実体験としてはわからないわけですけれども、

ただ、経済財政諮問会議の議論の中でも基本的には郵政民営化の大きな３本なり４本の原
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則の中で競争事業者とのイコールフッティングの確保という柱もございましたので、そう

いった意味でこの郵政民営化法案が成立すること自体は基本的には公取の観点からも望ま

しいだろうというスタンスであったのではないかと思います。 

 そういった意味で、あまりいろいろな注文のつけ方をすること自体が法案の円滑な制定

に妨げになるのではないかというような配慮もあったのではないかと思います。そういっ

た意味で、法案の枠組みとしては非常によくできた枠組みだと思いますので、むしろその

運用についてはぜひ御配慮いただきたい事項ということで、先日報告書を出させていただ

いたということだと思います。 

 絡みの点があれば、後で伊東が補足すると思います。 

 それから、規制研の役割は何かということで諮ったり諮っていない場合があるというこ

とで、確かに規制研の会員には、しばらくごぶさたをしていたのに、３月からこの６月ま

で６回にわたってかなり活発に、非常に積極的に御協力いただいて、本当に御礼の言葉も

ないのですが、この辺、あまり体系的に公正取引委員会の方でこういう案件はぜひお諮り

して、こういう案件はお諮りしないみたいな基準なりルールなり運用の何か考え方があっ

たかというと必ずしもそういうことではなくて、そのときそのときの担当者の判断でアド

ホックにやってきた面が正直なところあるのではないかと思います。 

 そういう点で規制研の会員の先生方からすると、規制研の位置付けというのは不明確で

はないかとの御指摘があると思いますので、そういった意味で、今日はざっくばらんにそ

の辺の規制研の位置付け、在り方も含めてぜひ自由に御討議いただければと思います。 

【吉野会員】  今の話は私はちょっとびっくりしたんだけれども、郵政の民営化法案が、

望ましいという見解は、私は今初めて聞いたんです。 

【岩田座長】  公取がですね。 

【吉野会員】  公取です。 

【岩田座長】  それ自体、公取は別に何も言ってないんじゃないですか。今のは横田さ

んのあれで……。 

【横田調整課長】  それは４月２１日に公表しました郵政民営化の報告書にも基本的に

は望ましいと評価しています。ただ、あそこで指摘したようなことをちゃんとやらないと

画竜点睛を欠くと。 
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【吉野会員】  望ましいかどうかというのは、あのプロセスでおととしの夏、相当長い

こと議論されたんですが、あの段階では公取や規制研において一回も望ましいかどうかと

いう議論をした覚えがないんです。私は非常に大きな問題があそこに多々あったんじゃな

いかと個人的には思っているんですけれども、そういう議論は規制研の場の議論としては

なじまないものであるのかどうかということが、さっき座長が言った話ではないかと思う

んですね。 

【岩田座長】  そうなんです。それを全然ここでは議論しなかった。会員の中ではやっ

ぱり議論してほしかったというのがあるんでしょうから、その上で公取の意見というのが

出て、そういうのは政府に向かって言いにくいのかなというふうに思っていたんですね。

民営化、民営化と言っている人に向かって遠慮があったんじゃないか、はっきり言うとそ

ういうことなんですけれどもね。 

【伊東経済取引局長】  まあ強いて言えば、細部にはいろいろあろうかと思いますけれ

ども、基本的には郵貯銀行と保険部門を基本的には民営化して切り離しと、こういうこと

ですから、そういう部分についてはイコールフッティングの観点から、当然切り離すのも

あるし、同じ法律、同じルールのもとで活動するようにする、同じルールに服するように

するということで、基本的にはそういう意味でイコールフッティングは確保されている。

まあ、移行期でどうするか、そこら辺はウオッチしなきゃいかんですけれども、そういう

意味で基本的な方向としては望ましいというか、好ましいと、そういうことだろうと我々

は考えていました。 

【岩田座長】  今のおっしゃったのに行く過程で規制研に諮ってほしかったということ

です。我々が納得して、当然にそうだなというふうにしていただくと。 

 今言っているのは、この唱道活動における公取委員会と規制研との連携ということ、要

するにそちらをもう少し。 

【伊東経済取引局長】  そこは基本的には私の責任で。 

【岩田座長】  というのは、要するに、ここで諮る問題というのは、公正取引委員会の

事務局の方に全部あって、私の方から、座長がしっかりしてこの問題をやれと言えばいい

のかそもそもわからないですけれども。 
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【岸井会員】  今まで私もいろいろやらせていただいてわかるところもあるんですが、

１つは、どういうテーマを扱うかみたいなことは、例えば１年に１回ぐらい定期的に会議

を開くとかいうことはあってもいいのではないかと思うんですが、ただ、何年かやらせて

いただいたあれで言いますと、最初は例えば適用除外とか、それから通信なんか完全に独

占だったわけです。だから、ある意味で公取が主導して適用除外を外せとか、電力はもう

改革をせよとか、最初のキックをするところでいわば主導権を公取が持つような形にやっ

てきたのが最初というか、数年前まではそういう形だったんですけれども、今は規制官庁

自体も競争政策ということを言い始めて、それぞれの規制官庁のイニシアティブで新しい

ことをやって、どんどん改革を積み重ねていく。ですから、最初に言い出しっぺになると

いう役割から新しい役割というか、そういう改革をしていくところで、規制官庁もやって

いるところで意見をどういうふうに言っていくかという役割の重点がちょっとずれてきた

ようなところがある。 

 郵政民営化もおそらく以前に井手先生が入られてとにかく開放しろという報告書をまと

めたんですね。その後も何年かたって、結局、他のこともまじっていましたけれども、競

争政策に関してはそれを焼き直すような形の改革案が出てきたわけで、しかも改革自体は

別のところで動いて法案などで出てくるわけですね。 

 ですから、そういうところでどういうふうにするかというと、とにかく情報を集めて早

目に対応する、それしかないのかなと思うんです。 

【岩田座長】  今おっしゃった規制官庁が随分競争政策的になっているといいますけれ

ども、全部が全部そういうふうにならないところもあって、公取が規制研を持っていると

いうのは、競争が大事だということですよね。最終的に一般消費者の利益というところを

目指している。 

 じゃ、郵政民営化ってどうかといえば、規制官庁及び政府は郵政事業の雇用の安定とい

うところに入ってしまうんですよ。ここは一般消費者の利益で郵政民営化をどう考えるか

という規制研や公取の意見と対立する面がやっぱりあると思うんです。だから、そういう

ときにはどう考えるかというすり合わせというか、それが欲しいのではないかと私は思い

ます。 

【吉野会員】  さっき岸井さんがおっしゃったように、私の記憶でも、電力にしても電

気通信にしても、最初の段階で規制研の意見をベースにした公取の見解というのがあって、
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そこはかなり筋が通ったものだったんです。結果としてはそうはならなかった、電力にし

ても何にしても。だけど、いまだにその問題が、先ほどのＩＰ懇で出てきている問題もそ

うですけれども、これは組織の在り方の問題にかかわるところがあって、それは公取があ

のとき指摘した問題点をそのまま反映されているから、公取としてはスタンスがぶれるこ

となくこの話について言うことができる。 

 ところが、郵政の話は、相当政治的に妥協した結果としてああいう窓口会社や持株の形

態というのが出てきて、このことについてそのものがどうであるかということの公取とし

ての意見を最初に言った上で、結果としてならなかったときに、民営化の問題はどこに問

題があるかという認識もちゃんと共有しておいた方がいいんじゃないかと私は思うんです

ね。少なくとも私が見ていて、金融について１００％持株を手放すとは思えないのでね。

そんなことになってから、慌てて、やっぱりやらなくちゃいかんなんていう話よりも、本

来の在り方としてこうではないかということをまず最初に公取のスタンスとしてきちんと

言っておくことが必要だと思うんです。 

【岸井会員】  今のお話で更に具体的なというか、これはすぐに難しいかもしれないん

ですけれども、やはり公取がこういう調査をするというのは、例えば報告書で御紹介され

ているＥＵのセクター・インクワイアリーですか、これは正式な制度があって、委員会が

調査を開始するということをちゃんと決定して、それでヒアリングなんかも法的な手続に

基づいてやるんですね。ですから、本来だと、こういう調査は正式な調査ということをや

るべきというか、それが本来の姿ではないかと思うんですね。制度的にも独禁法に一般調

査の権限があるんですけれども、以前、私が学生時代に今の事務総長の上杉さんがそれを

活用しようというようなことで一時やったんですけれども、やっぱり制度的にちょっと使

いにくい制度なんですね。うまく使えないので、いわば非公式のというか、任意調査でず

っとやってきているので、私はこういう正式に調査するということを、日本の制度ですと

どういうふうにするかは難しいのですが、そういう制度を改めてつくることができれば、

規制研という形でやっている調査、調査していただいてこちらが意見を言っているんです

けれども、もうちょっと制度的にしっかりしたものになって、権威と言ったらおかしいで

すが、今も権威はあると思うんですけれども、データとしても他の官庁なんかにも信頼さ

れる、関心をより持ってもらえるものになるので、私は一般調査権限と従来言われてきた

ものを、もうちょっと制度的に改めて再構成できないものだろうか、そんなふうに個人的

には思います。 
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【下村会員】  唱道活動の在り方という点に対して、私は行政機関向け相談事例集をホ

ームページに載せるということは非常にいいアイデアだと思います。どういう感じかなと

思って見させていただいたんですけれども、最初に問題を提起して、その後回答に至るま

でのプロセスがかなり丁寧に書いていますね。先ほど言った郵政民営化に関しても、公取

としてなぜこの結論に至ったかというのをこういう形で紹介できないでしょうか。おそら

く行政機関からそういう相談はないと思うので、はっきり言って自問自答で、別なコーナ

ーを開くみたいな感じかと思います。なぜそういう結論に至ったかという過程をわかりや

すく知りたいという人はいっぱいいますよね。 

【岩田座長】  Ｑ＆Ａですね。 

【下村会員】  そうです。それで、そういう人たちのアクセスも考えて、例えばそのよ

うな回答は常体文の「だ・である」調よりも、敬体文の「です・ます」調で回答するとよ

いと思います。それから独禁法の引用をしていますね。ここはインターネットの利点を生

かしてハイパーリンクで独禁法の条文に飛べるとか、そういうことをすれば、唱道活動と

して非常に意義のあるものができるのではないかと思います。 

【横田調整課長】  ありがとうございます。 

 郵政民営化の方は、作業は遅れていますけれども、５月２２日までパブリックコメント

を行っておりまして、それに対する考え方みたいなものをいわばＱ＆Ａみたいな形で公表

すると同時に最終報告書の公表を行いたいと思っておりますので、そういったものが一つ

下村先生御指摘のようなＱ＆Ａ的な役割も果たせるのかなというふうに思っています。 

【岩田座長】  郵政民営化委員会との意思疎通というのはあるんですか。 

【横田調整課長】  今後、必要に応じて郵政民営化委員会の方でも公正取引委員会の意

見を聞きたいというものがあれば呼んでいただいて、我々も意見陳述をするというような

ことで、郵政民営化推進室あるいは総務省とも話はしています。 

【岩田座長】  というのは、この間出した報告書は、むしろパブリックコメントを求め

るというか、ああいうようなスタンスを民営化の検討委員会みたいなものを全く無視して

どんどんいっちゃうというのも困っちゃいますよね。そういうことを無視されないように

するという連携が必要かなと思うんです。 
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【伊東経済取引局長】  おっしゃるとおりだと思います。だから、向こうから意見を求

められることもこれからあろうと思っていますし、逆にこちらから押しかけて意見を言う、

そういう意味での意見交換といいますか、最終的な民営化の実現まで１０年になる。１０

年は長いかもしれないですけれども、これから継続する話ですから、その辺りは連絡を密

にしてやらなければいけないと思っています。 

【岩田座長】  じゃないと、民間の競争政策に関しては公取は厳しいけれども、政府が

民営化するについては緩いよという話になりかねないというのは、ちょっと危惧している

んですけどね。 

【吉野会員】  この外国のその他に強制的な協議手続と書かれていて、意見提出権とか

もそういう意味で同じですよね。 

【岩田座長】  こういうのは、岸井さん、もうちょっと制度化した方がいいですね、今

みたいな政府の委員会に対応するのに。 

【岸井会員】  例えばこの意見提出権というのは、私はドイツの通信ので調べたことが

あるんですけれども、ちょっと今指令が変わったので、少し制度が変わっているかと思い

ますけれども、意見照会を求められる制度というのがあって、個別の案件についても通信

当局が措置をするときに照会をするというか、意見を聞くという制度があると同時に、一

定年数単位に制度全体について競争当局、向こうの独占委員会という競争当局とちょっと

独立した委員会ですが、類似の委員会が全部調査をして報告書を出すということが法定さ

れていて、それを立法者は参考にしなければいけないことになっているんですね。それは

そういう正式な調査が制度化されているので、報告書はきちんとしたものが出るわけです。

そうすると、それは立法者も参考にしなければいけない。だから、ある程度制度化される

と、そういうのに乗りやすくなってくるんですね。性格的には規制研はどうなんですか。

一応局長の私的諮問という……。 

【伊東経済取引局長】  私的なという位置付けにはさせていただいております。 

【岸井会長】  私的な形ですね。ですから、調査なんかは事務局の名前で、あるいは委

員会の名前で出されるんですか。例えばこの前の電力なんかのは委員会名で出されたんで

すね。 
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【横田調整課長】  そうです。 

【岩田座長】  じゃ、事務局の方で何かございませんか。いろいろなことをきちんと制

度化しておると、柔軟性がなくなってだめだとか。つまり、この場合にはこういうふうに

やるけれども、この場合はこうやらなかったとか、そういうのではなくてある程度制度化

するという方がいいのではないかということですけれども。 

【伊東経済取引局長】  御指摘ごもっともで、従来のここ２～３年の運用の責任は基本

的には私にあるわけで、この場をかりてお答えしますが、あえて言いますと、ちょっと私

自身は法改正作業がありまして、あれに忙殺されていたもので申し訳なかったんですが、

これからは先ほど課長からもお願いさせていただきましたけれども、月１回か２カ月に１

回になるかはともかく定期的に研究会を開催させていただいて、その時々のテーマについ

て御指導いただきながら進めさせていただきたいと思っております。 

【吉野会員】  私もそういうふうに思っていたので、つまりここの１７年のところが真

っ白に近いので、その結果として独禁法が強化されて、事後チェックは非常にきちんとで

きるようになったということは非常に高く評価すべきなんだけれども、それは事前の規制

緩和の自由化があって、この事後チェックを厳しくするという話の前提で成り立っている

わけですから、この唱道活動というのはそれとセットになっている話だと思うんです。こ

っちを厳しくしたから、こっちはまあいいじゃないかという話になるとは思わないけれど

も、そういうふうにとられちゃうと、公取という機関の性格が何であるかという話を、事

後チェックを厳しくするのはもちろんやらなくちゃならない、当たり前の話なんだけれど

も、これだけだとこういうふうに思われちゃまずいと。 

【伊東経済取引局長】  おっしゃるとおりで、事後チェックもちゃんとやらなきゃいか

んけれども、やっぱりそのルールがちゃんと機能する土俵の整備も重要ですから、そうい

う意味で規制緩和があって、事後チェックがある、セットだろうと思っています。 

【吉野会員】  ただ、そっちの唱道活動の機能の方がやや後退したかなという感じが、

私が見ていてもちょっとしていた感じがあるから。 

【伊東経済取引局長】  申し訳ありません。 

【井手会員】  規制研の報告書なんなりは、タイミングの問題が常にあると思うんです
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けれども、前回の郵政の郵便のリザーブエリアの話についても、パブリックコメントをや

るという最中なんでしょうけれども、結果的に総務省でやっている研究会の中で公取がこ

ういうふうなことを言っているというのは全く紹介されないで、私はここにいるのでどう

いう議論をされているかというのを御紹介したり、そういうのを念頭に置いて議論はでき

るんですけれども、そういうのが最終報告ではないので、ほとんど公表されない、そのタ

イミングの問題もあると思うんです。 

 もう一つは、経済産業省などで電気の、あるいはガスの競争環境整備室で競争評価をや

っていて、なおかつ資源エネルギー庁で制度改革の議論をやって、更に公取でこういう電

気とガスとかの今後競争の評価をやる、いろいろな形でほぼ同じようなことが議論されて

いるので、そういう意味では、各規制当局との連携を深めるというのが非常に大事だと思

うんですけれども、それは非常に難しいところがあって、唯一成功しているというと、通

信は成功しているかどうか知らないけれども、電気とかガスのガイドラインという形で公

取と規制当局がお互いに同じ場で議論して、ガイドラインとしてまとめるという面では非

常にいい成果だと思うんです。そういう意味で、可能な限り連携をとるというのは、難し

いとは思うんですけれども、努力していただきたいというのが要望です。 

【岸井会員】  その連携について、先ほど岩田さんがちょっとおっしゃいましたけれど

も、連携はいいんですが、やはり公取がやる場合と規制当局がやる場合は、関心とか視点

が違いますので、その辺は、私は個人的には同じことをやっても違う結論が出てくる可能

性もあるわけで、そこをちゃんとわかった上でやる必要があるというふうに考えておりま

す。特にこういう調査なんかについても、いろいろお聞きすると、最近は必ずしもそうで

はなくなってきたかもしれませんけれども、規制当局の調査報告とか、いろいろな立法の

データというのは、どういう立法とか規制をかけるかという結論が先にあって、そのため

にデータをそろえるみたいな傾向があるということを聞いたことがありますので、やはり

公平というか、中立的な調査がちゃんとできるのは公取だと思うんです。ですから、その

辺ではぜひ独自性もちゃんと守ってやっていただきたいと私は個人的に思っています。 

【井手会員】  その点は同じで、目新しいものが公取としてなくて、悪く言えば、規制

当局がやっているのを後追いみたいな形で出されるのであれば、新鮮味もないし、提言す

るにしてもほとんど意味のないものになるので、そういう意味では、数少ないスタッフの

中で電力とかガスとか電気通信を定期的にやるというのは、かなり規制当局に比べると情
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報の蓄積は差があるわけで、その点で切り口をどういうふうにするかを公取としては十分

考えていただきたい。 

【岸井会員】  井手さん、どうもアドハイスが多いですね。 

【岩田座長】  今おっしゃったことは、結局、他のところも若干あるかもしれないけれ

ども、基本的に言って一般消費者の立場を守るための競争政策というスタンスがはっきり

している委員会というのは公取しかないんだと思うんです。他の規制官庁とか、そういっ

たところの審議会とかいろいろなのがやるのは、業界とか消費者の代表とか、いろいろな

人が出てきて、結局、ある程度妥協の産物にならざるを得ない。ここを見ると、会員で業

界代表の委員もいないわけです。こういう審議会というか、政府の委員会は珍しいケース

だと思います。そこが独自性があるので、そうであるからこそ、今日のような外航海運の

結論というのは他では全然やれっこないのではないか。これは外航海運の船主側にとって

は極めてショックな話だと思うんですけれども、そういうような消費者の立場という揺る

ぎない基準から物事を言う機関は本当に必要だというふうに思って、私は今度の公共事業

の談合の問題もかなり効果が出ている点で、非常に有意義な委員会である。それに向かっ

て、今日の話なんかを見ても、事務局自体が揺るぎない意見を出していただくということ

で、非常に私はすばらしい委員会だというふうに思っているので、私のような素人が座長

になったのはどうしてかと思っていたんですけれども、これはなかなか名誉ある座長だな

と最近思うようになってきておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 また、会員の皆さんにも、私は素人ですので、よろしく御指導いただきたいと思います。 

 そういうことで、今日はどうもありがとうございました。 

 最後に日程の進め方とありますが、これはよろしいんですか。これは月１回ぐらいこれ

からもやる可能性があるということなんでしょうか。 

【横田調整課長】  また次回の日程については、御相談させていただきます。 

【岩田座長】  それでは、どうもありがとうございます。 

【横田調整課長】  どうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 

 


